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６月２２日、公正取引委員会は、コンビニ本部最大手セブンイレ

ブン・ジャパンにたいし、弁当類の見切り販売制限（値引き制限）

について排除措置命令を行い、セブンイレブン・ジャパンはこれを

受け入れました。コンビニ本部と加盟店との取引関係がきびしく問

われています。

日本共産党議員が公取委の姿勢をただす

見切り販売できることを周知
徹底せよ

－日本共産党議員の質問
「弁当とか総菜などの売れ残り商品の販売、見切

り販売について、本部から、値下げ販売せず処分し

ろ、こういった指導が行われる。これが本部側の収

益が膨らむというからくりになっているものですか

ら。こういったやり方について…独禁法のフランチャ

イズガイドラインで見切り販売の制限は優越的地位

の濫用に該当するとしています。しかし、こういう

違法な実態が広く存在をし、…多くの加盟店の方は

（ガイドラインを）御存じない場合が多い。…見切

り販売はできるんだということをきちっと周知徹底

を図っていただきたい」

コンビニ加盟店の地位・権利の確立のため
フランチャイズ法制定に全力つくします

○優越的地位にある本部が加盟店に一方的な不利益を与える不公正取引を規制します

―高すぎるロイヤリティの引下げなど、利益の配分方法を公平なものにします

―「２４時間、年中無休」などの強制は禁止します

○本部と加盟者の契約締結にあたっては情報開示の徹底、詐欺的な勧誘は規制します

―経営不振等を理由にした契約解除にたいする不当な高額解約違約金は禁止します

○既存加盟店の商圏内への同系列店の出店は原則として禁止します

（提言の詳細は日本共産党のホームページをごらんください）
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2007年６月６日 衆院経済産業委員会

公正取引委員会の排除命令の背景には、コンビニオーナーのみなさんの声と運動、そし

て日本共産党国会議員の質問がありました

「ロスは加盟店が持て」は
独禁法違反

－竹島一彦公取委員長答弁
「正当な理由がないのに見切り販売を制限し

て売れ残りとして廃棄することを余儀なくさせ

ることを本部がした場合には、独禁法上、優越

的地位の濫用に当たる」

「見切り販売を制限しておいて、それで、あ

とは、ロスはおまえが持てというようなことで

は、独禁法上の問題が生じますよということを

申し上げている…これからも中小企業庁とよく

連携を図りながら…我々としてPRにさらに努力

したい」

今回の公正取引委員会の措置は、改善の一歩に過ぎません。日本共産党は2000年11月

に、コンビニ加盟店の経営の安定、地位・権利の確立をめざし、「フランチャイズ取引

適正化法」（仮称）の制定を提案。日本共産党は、大企業にモノがいえる党として、一

貫してこの問題にとりくんでいます。
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